別記様式（第３条関係）

年　　月　　日

鳥取県知事

平井　伸治　　様

申請者　住所

（法人及び組合等にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（法人及び組合等にあっては、その名称及び代表者の氏名）

電話番号

対象事業認定申請書

対象事業の認定を受けたいので、鳥取県産業成長応援条例第３条第２項の規定により、下記のとおり申請します。

記

	対象事業の名称
	

	対象事業の概要
	

	対象事業に要する事業費の見込額
	

	申請する事業の区分

	□　産業成長事業（小規模事業者挑戦ステージ）

	
	☑　産業成長事業（生産性向上挑戦ステージ）

	
	□　産業成長事業（成長・挑戦ステージ）

	
	□　産業成長事業（成長・規模拡大ステージ）

	
	□　産業成長事業（一般投資支援）

	
	□　次世代ソフトウェア産業等創出事業

	添付書類
	１　対象事業に係る事業計画書

２　対象事業に係る収支計画書又はこれに準ずる書類

３　その他知事が必要と認める書類


備考

１　氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。

　２　複数の事業者が連名で申請する場合は、申請者の欄にそれぞれ事業者名及び代表者名を記載すること。

　３　申請する事業の区分については、該当する事業の区分の□にチェックを入れること。

４　添付書類欄の３については、知事が別に定めるところによること。

様式第１号（第４条第１項関係）

事業実施計画書
〔産業成長事業〈生産性向上ステージ〉〕
１　実施主体の概要

	企業名
	

	代表者職・氏名
	

	住所
	

	業種
	

	資本金・出資金（千円）
	

	従業員数（代表者を除く）
	人
	（正規
	人
	非正規
	人
	）


２　計画の概要
	（１）計画名
	　〔類型：　生産性向上　・　働き方改革　〕

	
	

	（２）計画期間
	　　　　年　　月～　　　　年　　月
　※経営力向上計画の実施期間を記入すること

	（３）実施事項
	　※経営力強化計画の内容（６（３）具体的な実施事項）を転記



３　既存事業の概要
	（１）自社の事業概要

	
	

	（２）自社の商品・サービスが対象とする顧客・市場の動向、競合の動向

	
	

	（３）自社の経営状況　※直近３～５年間の売上・利益の推移など

	
	


４　経営課題（生産性向上（又は働き方改革）の取組が必要となる理由、背景）
	（１）生産性向上（又は働き方改革）に係る自社の状況

	
	

	（２）生産性向上（又は働き方改革）に向けて克服すべき課題

	
	


５　過去に利用した補助金等　※利用した制度が複数ある場合は、利用した制度毎に記載すること。
	補助金等の名称
	利用年度
	補助金交付額（円）
	成果・総括

	
	
	
	※制度利用し、経営にどの程度寄与したか、定量的成果も含めて記載すること。

	
	
	
	


６　経営力強化及び生産性向上（又は働き方改革）の取組の内容
	（１）生産性向上（又は働き方改革）に関する取組内容

	
	

	（２）事業実施体制（人員体制・資金・雇用・協力者との連携など）

	
	

	（３）その他計画を行う上での課題及び対策等

	
	※過去３年以内に鳥取県版経営革新計画又は産業成長事業の認定を受け取組んだ場合は、取組の検証結果を御記入下さい。

	（４）取組により期待される効果

	
	＜生産性向上の取組＞
　〇表や図、写真等により、取組部分の実施前と終了時が比較できるように記載してください（例：比較表、作業フロー図など）。

〇以下の数式により、取組部分の実施前と終了時における１人当たりの労働生産性又は１時間当たりの労働生産性を記入してください。
１人当たりの労働生産性・・・生産量（額）／労働者数
時間当たりの労働生産性・・・生産量（額）／（労働者数×労働時間）
・経営力向上計画の労働生産性（付加価値労働生産性）とは異なりますので、ご注意ください。
・数式は、事業活動全体の生産量や労働時間ではなく、生産性向上の取組を行う部分（作業や工程など）のみで算出してください。
＜働き方改革の取組＞

　　取組により、就労環境改善(雇用促進)が行われるかできる限り定量的に示し、その結果従業員や自社の経営にどのような効果が生ずるか記載してください。


７　経営力強化及び生産性向上（働き方改革）の取組の実施項目、期間、資金計画　
※実施項目ごとに期間を「→」で表示すること
※計画期間が３年を超える場合は、適宜期間を延ばして記入すること
	 主な実施項目
	所要経費

（千円）
	１ 年 目
	２ 年 目
	３ 年 目

	
	
	前期
	後期
	前期
	後期
	前期
	後期

	（経営力強化支援事業）

　・例）人材育成
　・
　・
	500
	
	
	
	
	
	

	（設備投資支援事業）

　・例）○○機械
　・
　・
	20,000
	
	
	
	
	
	

	所要経費計
	20,500
	→資金調達：自己資金（　5,500千円）、補助金（　　　5,000千円）、借入金（　10,000千円）、その他（　　　　千円）を予定


〔添付書類〕
（１）中小企業等経営強化法第19条第1項に定める経営力向上計画

（２）経営力向上計画の認定申請書の写し又は計画認定書の写し

（３）企業概要（パンフレット等でも可）
（４）定款

（５）直近１期の決算書
（６）購入又は借用する機械器具や設備（機械装置、工具器具、備品、システム）の製品概要
（カタログ、パンフレット等で可）

企　業　概　要

会 社 名：　

代表者名：　

所在地：　

ＴＥＬ：　

ＦＡＸ：　

e-mail:　 

Ｈ　　Ｐ：　

創　　業：　

業　　種：　

従業員数：　○○名（内パート・アルバイト○名）

取扱品目：　

沿　　革：　
産業成長応援補助金〈生産性向上挑戦ステージ〉補助事業概要

住　　　所　

名　　　称　

代表者役職

代表者氏名　

①経営力強化支援事業（例）
・経営基盤整備費

　　　※具体的な実施内容（計画）を記載すること
　　・商品(役務)開発費

　　　※具体的な実施内容（計画）を記載すること
　　・人材育成費

　　　※具体的な実施内容（計画）を記載すること
　　・販路開拓費

　　　※具体的な実施内容（計画）を記載すること
（例）
	経費区分
	費目
	内容（内訳）
	金額（税抜）円

	経営基盤整備費
	マーケティング戦略費
	市場調査
	

	
	専門人材活用費
	専門家への委託
	

	商品(役務)開発費
	機械器具費
	機械器具・消耗品購入
	

	
	技術指導費
	専門家からの技術指導等
	

	
	直接人件費
	開発に従事する人件費
	

	人材育成費
	教材費
	教材資料の購入
	

	
	受講・講師料
	受講料等
	

	販路開拓費
	広告宣伝費
	HP、パンフレット等の作成
	

	計
	
	


・補助金予定額小計　　　　　　　円

②設備投資支援事業（例）
　　　・設 備 名

　　　・導入金額　　　　　　　　　円（税抜）

　　　・導入時期　　　　　　年　　月（予定）

・補助金予定額小計　　　　　　　　円

合計補助金予定額　　　　　　　　　　　円

様式第３号（第９条第１項関係）

産業成長事業〈生産性向上挑戦ステージ〉の変更に係る承認申請書

年　　月　　日

鳥取県知事

平井　伸治　様

　

住　　　　所

名　　　　称

代表者の職

代表者の氏名　　　　　　　　　　　印

　　年　　月　　日付けで承認を受けた産業成長事業〈生産性向上挑戦ステージ〉について下記のとおり変更したいので、産業成長事業〈生産性向上挑戦ステージ〉認定要領第９条第１項の規定に基づき承認を申請します。

記

１　変更事項

２　変更事項の内容

３　変更の理由
【添付資料】

　主務大臣より認定経営力向上計画の変更承認を受けたことがわかる書類の写しを添付すること。
1

